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－ 67 － 
（「原蓄要素」）として「労働力・土地・資金・技術」の四要素を指摘してきたからです（例え












「改革開放」の 1978 年次の農業支出が 150.7 億元であるのに対し、農業税 31.7 億元、郷鎮企
業税 22.0 億元で農村の純流出はマイナス 97.0 億元でした。いいかえれば、政府の 97.0 億元の
負担でした。しかし、1984 年次から農村の税負担はプラスに転じます。「改革開放」20 年後の
1997 年次の農業支出が 766.4 億元であったのに対し、農業税 397.5 億元、郷鎮企業税 1,526.3
億元で、農村の純流出は 1,157.4 億元でした（張 2001:58）。 
 このような税形態を通じた農民から収奪のほかに、郷鎮以下の地方組織の下級官僚＝党幹部
による収奪が行われてきました。例えば、山東省済南市から 80 キロ離れた礼参鎮の或る農民は
結婚登録費用として 13 項目からなる費用総額 1,220.5 元を徴収されました。この額は農民の年








 牛氏の上記の指摘を聴いて、筆者は 2004 年４月１日、他の３人の専修大学教員と一緒に、上
海社会科学院を訪問したときのことを思い出しました。そこで、浦東改革興発展研究院の楊周
彝秘書長から上海の経済開発に関する報告で、牛氏とほぼ同じ原蓄認識を聴きました。楊氏は、
































































含む）するとともに、相当の世界シェアをもち、売上高 500 億円以内、資本金 10 億円以内、従
業員 1000 人以内、未上場で、独立系で、フルライン型ではない専業の中堅企業」です。張氏は






















 張氏によれば、「小さな世界企業」の生成にはほぼ 30 年必要であるとのことです。当日、張
氏が提示した「図３．小さな世界企業の設立年代別分布」によれば、1950 年代の 59 社をトッ
プに、1940 年代の 51 社、1960 年代の 34 社、1930 年代の 23 社が、現在の主要な「小さな世界





提言しています。張氏の「小さな世界企業」懐妊期間 30 年説を採用すると、これから 30 年後
をにらんで、中国は「小さな世界企業」を生み出す産業政策を採用し、それに呼応して中国民
間で「小さな世界企業起し」を展開すると、海外依存型技術から脱皮して、中国独自の世界性

































－ 72 － 
「10.都市農村無業者・失業者（4.8％)」 
となります。それに対応して、平均月間所得の階層分化も際立ってきています。すなわち、 
１．上層 2.6％（私営企業主 4500 元、国営企業代表者 1600 元) 
２．中層 25％（国家社会指導幹部 1100 元、自営業者 1000 元、専門技術者 820 元) 
３．中下層 24.7％（商業部門従業員および産業労働者 660 元) 
４．下層 47.7％（農業労働者 160 元、無業者・失業者・半失業者 120 元） 
 牛氏の報告でみた三農問題はこの著しい所得格差にも端的に示されています。最高所得層の
「私営企業主」の所得 4500 元は最低所得層の「無業者・失業者・半失業者」の所得 120 元の
37.5 倍です。さらに、当日、李氏が示した「都市」と「農村」のそれぞれの所得格差分布(年
次は不明)をみますと、つぎの通りです。 
都 市  農 村 
1.上 層 4.6％  1.上 層 1.1％
2.中 層 37.7％  2.中 層 15.1％
3.中下層 38.2％  3.中下層 14.2％
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